
庁  議  案  件  Ｎｏ．３ 

平成２６年１１月７日 

所管  市長公室・企画部  

件  名 イオン株式会社との包括的な連携協定の締結について 

経 過 ・ 現 状 

【経過・現状】 

平成26年 2月  イオンが本市に対し鉄砲町地区のイオン開業（平成２８年春予定）に合

わせた包括的な連携協定を締結することを提案 

平成26年9月   イオンモール船橋で「堺フェア」開催 

平成26年10月  イオンモール堺北花田で「さかい利晶の杜」オープニングＰＲイベント、

世界文化遺産登録ＰＲブースの設置など 

 

対 応 方 針 

 

今 後 の 取 組 

（ 案 ） 

【対応方針】 

包括的な連携協定を締結し、堺市とイオンが連携を強化することにより、双方の資源を有

効に活用した協働による活動を推進し、市民サービスの向上と地域活性化につなげる。 

 

【連携・協力する事業分野】 

(1)地域の暮らしの安全・安心、災害対策に関すること 

(2)歴史的文化の継承と観光情報及び観光振興に関すること 

(3)「百舌鳥・古市古墳群の世界文化遺産」登録に関すること 

(4)環境・低炭素社会構築に関すること 

(5)子育て支援、高齢者支援、障がい者支援、健康増進に関すること 

(6)地域産業の活性化連携に関すること 

(7)堺ＷＡＯＮカードの活用に関すること 

(8)その他、地域活性化や住民サービスの向上に関すること 

 

【具体的な連携事業の例】 

(1)首都圏での堺フェア 

(2)堺市の各事業のＰＲチラシ・ポスターの店舗での配架・掲示、イベントスペースの提供 

(3)ご当地ＷＡＯＮカード「堺ＷＡＯＮ」カードの作成（11月14日から発行） 

(4)防災協定の締結（平成26年11月 締結予定） 

(5)イオン堺北花田店での堺産農産物「堺のめぐみ」の販売（12月からの実施を検討中） 

(6)「（仮称）イオンモール堺鉄砲町」の開発に伴う連携 

・敷地内へのバス路線の引き込み（検討中） 

・公共交通利用者へのサービス施策の実施（検討中） 

・堺市三宝下水処理場の下水再生水の活用（実施予定） 

(7)熱中症対策での協力（検討中） 

 

【協定締結式】 

平成26年11月13日（予定） 

【参考】 

イオングループ店舗数 堺市内 6店舗、大阪府内 144店舗、全国 2,526店舗 

効 果 の 想 定 包括連携により効果的な施策の推進や行政課題の解決、地域の更なる発展につながる。 

関 係 局 と の 

政 策 連 携 

全庁 

 



堺市とイオン株式会社との包括連携協定（案） 

 

 

 堺市（以下「甲」という。）とイオン株式会社(以下「乙」という。)は、相互の連携を強化

し、市民サービスの向上と堺市内における地域の一層の活性化に資するため、以下のとおり包

括連携協定（以下「協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 甲及び乙は、緊密な相互連携と、協働による活動を推進し、地域の様々な課題に迅速

かつ適切に対応し、市民サービスの向上、地域の活性化を図ることを目的とする。 

 

（連携事項） 

第２条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、次の事項について連携し協力する。 

 （１）地域の暮らしの安全・安心、災害対策に関すること 

 （２）歴史的文化の継承と観光情報及び観光振興に関すること 

 （３）「百舌鳥・古市古墳群の世界文化遺産」登録に関すること 

（４）環境・低炭素社会構築に関すること 

（５）子育て支援、高齢者支援、障がい者支援、健康増進に関すること 

 （６）地域産業の活性化連携に関すること 

（７）堺ＷＡＯＮカードの活用に関すること 

 （８）その他、地域活性化や住民サービスの向上に関すること 

 

２ 甲及び乙は、前項各号に定める事項を効果的に推進するため、甲と乙（乙の指定する乙の

関係会社を含む）は定期的に協議を行うものとする。また、具体的な実施事項については、

甲乙合意の上、決定する。 

 

３ 第１項各号に定める事項を推進するにあたっては、甲及び乙は関係する市内各地域との連

携が図られるよう努めるものとする。 

 

４ 乙は、本条に定める事項の一部を、甲との協議により乙の関係会社に実施させることがで

きる。その場合、原則として、当該関係会社を当事者に加える契約により、各当事者の責任

範囲を定めるものとする。 

 

（協定の見直し） 

第３条 甲又は乙のいずれかが、協定内容の変更を申し出たときは、その都度協議の上、必要

な変更を行うものとする。 



（期間） 

第４条 本協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、本協定の有効期間が

満了する１ヶ月前までに、甲又は乙が書面により特段の申出を行わないときは、有効期間が

満了する日から１年間この協定は更新され、その後も同様とする。 

 

（その他） 

第５条 本協定に定めのない事項又は本協定に定める事項に関し、疑義等が生じた場合は、甲

乙協議の上、これを定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、各１通を保有

する。 

 

平成２６年１１月１３日 

 

 

 

           甲  堺市堺区南瓦町３番１号 

                  

堺市 堺市長      竹 山 修 身 

 

 

           乙  千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 

                イオン株式会社 

              代表執行役社長     岡 田 元 也 

 


